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の
財
政
状
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を
分
か
り
や
す
く

連
結
会
計 

財
務
諸
表
４
表
（
平
成
20
年
度
）

　

市
の
財
政
状
況
を
分
か
り
や
す
く
理
解

し
て
い
た
だ
く
た
め
、国
が
推
奨
す
る「
新

地
方
公
会
計
制
度
基
準
モ
デ
ル
」に
基
づ
い

て
、市
や
土
地
開
発
公
社
、第
３
セ
ク
タ
ー

な
ど
の
関
連
６
団
体
を
含
め
た
連
結
ベ
ー

ス
で
財
政
状
況
を
表
し
た「
財
務
諸
表
４

表
」を
作
成
し
ま
し
た
。こ
れ
に
よ
り
、資

産
・
負
債
の
状
況
や
、現
金
支
出
以
外
の
コ

ス
ト
情
報
が
分
か
り
や
す
く
な
り
ま
す
。

《
指
標
と
表
の
解
説
》

　

指
標
を
分
析
す
る
と
、将
来
へ
の
負
担

を
極
力
抑
え
、先
送
り
し
な
い
市
の
健
全

な
財
政
状
況
が
確
認
で
き
ま
し
た
。

1
市
民
一
人
当
た
り
の
資
産
と
負
債

　

資
産
＝
５
０
８
万
７
０
０
０
円

　

負
債
＝
75
万
８
０
０
０
円

2
純
資
産
比
率
＝
85
・
１
％

　

純
資
産
の
う
ち
、返
済
義
務
の
な
い
資
産
の

割
合
を
示
す
も
の
。高
け
れ
ば
将
来
世
代
の
負

担
が
少
な
い
。60
％
が
標
準
と
さ
れ
て
い
る
。

3
安
全
比
率
＝
55
・
９
％

　

経
済
的
な
取
引
に
な
じ
ま
な
い
道
路
や
河

川
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
資
産
の
価
値
を
、ゼ
ロ
と

し
て
考
え
た
場
合
の
純
資
産
比
率
。

◆
貸
借
対
照
表
（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）

　

会
計
年
度
末
に
お
け
る
市
の
資
産
と
、

そ
の
資
産
を
ど
の
よ
う
な
財
源
で
ま
か
な

っ
て
き
た
か
を
一
目
で
分
か
る
よ
う
に
し

た
も
の
で
す
。左
側
に
資
産
を
示
し
、右
側

に
負
債（
将
来
世
代
が
負
担
）お
よ
び
純
資

産（
現
在
ま
で
の
世
代
が
負
担
）を
示
し
て

い
ま
す
。

◆
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

　

市
の
経
常
的
な
活
動
に
伴
う
コ
ス
ト

と
、使
用
料
・
手
数
料
な
ど
の
収
入
を
示
す

も
の
で
す
。経
常
費
用
か
ら
経
常
収
益
を

差
し
引
い
た
も
の
が
、当
該
年
度
の
純
経

常
行
政
コ
ス
ト
と
な
り
ま
す
。

◆
純
資
産
変
動
計
算
書

　

純
資
産
が
、年
度
内
に
ど
の
よ
う
な
財

源
や
要
因
で
増
減
し
た
か
を
明
ら
か
に
す

る
も
の
で
す
。

◆
資
金
収
支
計
算
書

　

現
金
の
流
れ
を
示
す
も
の
で
、収
支
を

性
質
に
応
じ
て
区
分
す
る
こ
と
で
、市
が

ど
の
よ
う
な
活
動
に
資
金
を
必
要
と
し
て

い
る
か
を
表
し
ま
す
。

▼
財
政
課

23
局
３
５
９
１

資産の部 金額（億円） 負債の部 金額（億円）
１　資産・債権 １　流動負債
　（１）資金 51.2 　（１）翌年度償還予定公債 35.4
　（２）債権（未収金など） 29.5 　（２）その他 6.8
２　有価証券・投資等 ２　固定負債
　（１）有価証券 0.7 　（１）公債 352.2
　（２）出資金 13.4 　（２）退職手当引当金等 63.3
　（３）基金・積立金 151.6 　（３）その他 39.2
　（４）その他投資 0.2 負債合計 496.8
３　非金融資産 純資産の部 金額（億円）
　（１）事業用資産（学校・庁舎など） 880.7

純資産合計 2838.9　（２）インフラ資産（道路・公園など） 2208.3
　（３）繰延資産 0.1

資産合計 3335.7 負債・純資産合計 3335.7

経常費用 335.7
１　人にかかるコスト
　（１）人件費 63.0
　（２）退職手当引当金繰入等 1.6
２　物にかかるコスト
　（１）物件費 67.7
　（２）減価償却費 26.7
　（３）維持補修費 11.0
３　移転支出的なコスト
　（１）補助金等 128.5
　（２）社会保障関係費等 20.4
　（３）繰延資産 6.7
４　その他のコスト
　（１）公債費（利払）等 10.0
経常収益（使用料・手数料など） 33.9
純行政コスト（経常費用ー経常収益） 301.8

内訳
期首純資産残高 2704.5

減少要因
　純行政コスト － 301.8
　その他の減少費用 － 53.8
増加要因
　税収 218.5
　移転収入（国・県補助金など） 142.3
　社会保険料等 37.2
　その他の財源調達 92.5
資産評価替・無償受入 － 0.5

期末純資産残高 2838.9

内訳
期首資金残高 50.4

１　経常的収支
　税収、国・県補助金など 121.5
２　資本的収支
　上下水道・学校等整備費など － 102.5
３　財務的収支
　公債費など － 18.1

当期収支 0.8
期末資金残高 51.2

■貸借対照表

■行政コスト計算書■純資産変動計算書■資金収支計算書

（注）記載金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合
があります。

金額（億円） 金額（億円） 金額（億円）
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